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建設企業は人口減少・高齢化により労働力不足が深刻化しており，デジタル・トランスフォーメーショ

ン（以下，DX）推進とともに，そのための人材の確保が不可欠である．政府も人材育成に関する施策を

推進しており，大手建設企業が独自に人材育成を進めるなか，こうした状況は中小建設企業では深刻であ

り，DXを担う人材の確保や育成が喫緊の課題となっている．  

本稿では，中小建設企業における DX 人材を含め人材育成の現状と課題を分析し，DX 推進に必要な人

材育成の方向性を示す．具体的には，中小建設企業へアンケート調査を行い，結果のテキストマイニング

分析により現状を把握する．さらに，これらの分析を踏まえ，システム・シンキングの手法で根本的な構

造を分析し，中小建設企業における効果的な DX人材育成の戦略・方策を提案する．  

 

     Key Words: construction SMEs, digital transformation, labor shortage, human resource development, 

digital transformation, DX talent development, text mining 

 

 

 

1. 研究の背景・課題 

 

(1) 研究の背景 

近年，建設企業では，担い手不足の深刻化，次世代へ

の技術承継，インフラ老朽化，自然災害の激甚化・頻発

化，技術革新への対応，環境への配慮，建設・資材コス

トの増大，さらには建設業特有の低生産性や長時間労働

の是正といった多岐にわたる課題に直面している． 

これらの課題解決の鍵として，デジタルトランスフォ

ーメーション（以下，DX）は大きな期待が寄せられてい

る．具体的には，人工知能（Artificial Intelligence，以下，

AI），モノのインターネット（Internet of Things，以下，

IoT），BIM/CIM（Building Information Modeling / Construction 

Information Modeling）などのデジタル技術の導入と活用は，

生産性の向上，コスト削減，労力の負担軽減，安全性向

上，品質確保に貢献できる．このように，建設企業にお

いて，DXに関する専門的な知識やスキルを持つ人材（以

下，DX人材）が不可欠であり，しかしながら，その不足

が障壁となっており，確保や育成が急務となっている． 

こうした状況を背景に，政府も施策を推進している．
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経済産業省では， DX 人材に必要なスキルを定義したデ

ジタルスキル標準注 1)を策定し，建設分野を所管する国土

交通省においても，DX人材を含めた人材育成の重要性等

を提言注2)している． 

 

(2) 中小建設企業のDX推進への課題  

大手建設企業では経営戦略に基づき DXを推進する一

方で，地域を支える中小建設企業は，その導入に困難を

抱えている．特に地方の企業は都市部より人手不足や高

齢化が深刻な上，経営資源の面からも DXのような改革

への対応力にも脆弱性を抱えている． 

人手不足を補うために DXが求められる一方，専門人

材の獲得は困難で，導入や人材育成のノウハウも不足し

ているのが実情である．こうした状況は，地域社会に安

全・安心を支える建設業界の持続可能性を脅かす喫緊の

課題と言える． 

そこで本研究では，中小建設企業における人材育成，

特に DX人材の育成に焦点を当て，アンケート調査とテ

キストマイニング分析を通じて，中小建設企業が直面す

る課題を明らかにするとともに，その解決に向けた効果

的な育成方策を考察する． 

 

(3) 本論文の構成  

本論文の構成は以下の通りである．第 2章で，本研究

の目的を述べる．第 3章で，先行研究調査に基づいた本

研究の位置づけを示す．第 4章で，中小建設企業の人材

の確保や育成に関する現状と課題の調査方法について述

べる．第 5章で，調査・分析の結果を示し，それらを統

合した課題構造の因果ループ図を提示する．第 6章で，

その因果ループ図に基づいて課題の根本原因を深く考察

し，具体的な方策を提案する．最後に，第 7章で，本研

究の結論と今後の展望について述べる． 

 

 

2. 研究の目的 

 

本研究は，DX 推進を迫られるなか，特に経営資源に

制約のある中小建設企業を対象に，アンケート調査，テ

キストマイニング，システム・シンキングによる分析を

組み合わせ，人材確保や育成の実態と課題を多角的に明

らかにしつつ，そのなかでも DX 人材の育成に焦点を当

て， 以下に示す3点を明らかにすることを目的とする． 

これにより，中小建設企業が DXを推進し，持続的な成

長と地域社会への貢献に繋がるための基礎的な知見を提

供することを目指す． 

 

(1) 中小建設企業における人材確保や育成の現状と課題 

中小建設企業が直面している人材の確保や育成の面で

の実態や課題についてアンケート結果から整理する． 

 

(2)  中小建設企業におけるDX人材育成の特有の課題 

(1)で整理した全体的な人材確保・育成の現状を踏ま

え，特に DX人材の育成に焦点を当て，特有の課題を分

析する． 

 

(3)  中小建設企業におけるDX人材育成に関する提案 

限られた経営資源の中で，中小建設企業が持続的に

DX を推進していくために，組織全体を俯瞰した多様な

アプローチを検討し，各企業の状況に応じた実現可能な

人材育成モデルを提案する．この提案は，中小建設企業

が抱える人材育成遅れを克服し，最新の事業環境へ適応

していくための一助となるものである． 

 

 

3. 先行研究調査と本研究の位置づけ 

 

建設業界における DX 活用の現状として，笠井ほか 1)

は，企業や組織，人によって DXの捉え方が様々である

が，新型コロナウィルス感染症の拡大をきっかけに，三

密回避として，通信環境の改善，リモートワークの普

及・浸透，建設現場における遠隔臨場が現実となり，

DX の活用が進んでいるものの，それらは全国に拠点を

持つ大手ゼネコンが中心となっており，地域の中小建設

企業にも広く普及させないことには業界全体の底上げに

はならないと指摘している． 

中小建設企業の DX については，高橋ほか 2)によると，

中小建設企業におけるデジタル技術の導入状況について

調査を行ったところ，78.3%が導入済みもしくは部分的

に導入済みであるものの，電子小黒板の導入が多い一方

で，ASP，ICT 施工，遠隔臨場といったより高度な技術

の導入は半数程度に留まることなど，デジタル人材の不

足が中小建設企業における課題となっていることを指摘

している．このように中小建設企業への DXの普及や課

題に関する先行研究は行われているものの，高橋ほか 2)

の研究を含め，多くの先行研究では建設業界全体の DX

動向や中小建設企業の現状分析に主眼が置かれており，

DX 推進の根本的な課題である DX 人材の育成という側

面に特化した研究は少ない． 

DX 人材の育成手法については，いくつかの研究で論

じられている．例えば，堀江ほか 3)は，インフラ分野に

おいて，AI 等のスキルを持つ人材育成の重要性を指摘

し，社会人を対象としたリカレント教育の必要性を述べ

ている．しかし，こうした教育は知識（形式知）の習得

に偏りがちであり，実務で成果を出すために不可欠な実

践的能力の育成には課題がある．この点について福田ほ

か 4)は，形式知を実践で活かすための能力を「暗黙的認
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識力」と定義し，その育成には「自発的な気づき」が重

要であるとの指摘をしたが，これを経営資源に制約のあ

る中小企業でいかに実現するかという具体的な方策は十

分に議論していない． 

そこで本研究では，これらの先行研究で十分に扱われ

てこなかった「中小建設企業に特化した DX人材の効果

的な育成戦略」というテーマに取り組む．具体的には，

中小建設企業の経営資源の制約や事業特性を考慮し，中

小建設企業における DX人材の育成というテーマに対し，

現状分析と効果的な育成戦略の提案を行う．これにより，

現状分析に留まらず，企業の事業特性や制約を考慮した

具体的な育成方策を提案することで，この分野における

新たな知見を提供し，建設業界全体の DX推進に貢献す

ることを目指す． 

 

 

4. 研究方法 

 

(1)  DX人材育成に関するアンケート調査 

中小建設企業における人材育成の実態と課題を明らか

にするため，アンケート調査を実施した． 

a)  調査対象 

調査対象企業は，業界全体の傾向と先進的な事例を捉

えるため，一般社団法人 全国建設業協会の加盟企業，

および，過去に官民による研究開発等に取り組んだ企業

も含めることで，停滞から先進までの多様な実態を網羅

的に捉えられるよう選定した．本研究の目的は両者の比

較ではなく，多様な企業に共通して存在する課題の根本

的な構造を明らかにすることであり，このサンプリング

によりその分析が可能となる．  

なお，両群間で主要な設問の回答分布を比較したとこ

ろ，全体的な傾向に本質的な差は見られなかった．例え

ば，DX 人材の確保策としては両群ともに内部人材のリ

スキリングを最優先に考えている点などが挙げられる．

一方で，先進的な企業群では，次に学ぶべきスキルの明

確化をより重視するなど，意識の差を示唆するいくつか

の差異も見られたが，本稿の目的は中小企業に共通する

課題構造の抽出であるため，以降は両者を一体として分

析を進める． 

b)  調査内容 

アンケート調査の調査項目一覧を表-1に示す．調査項

目は，属性情報，基礎情報，組織体制，新卒・若手の育

成方法，ベテラン社員の育成方法，外国人や土木以外の

分野の学生・社会人の採用，人材面，研修・講習等の導

入効果，費用面での負担，育成に関する負担感（費用以

外），特記事項・自由意見の 11 のテーマに分類し，そ

れぞれについて選択式・自由記述式で調査票を作成した． 

c)  調査期間 

調査は，2025年 1月 23日から 2025年 2月 24日の期間

に実施した． 

d)  回答依頼と回収方法 

アンケート調査の回答依頼については，a)の調査対象

へ依頼を行い，回答は指定のエクセルシートに記入後，

電子メールに添付する形で回収した．官民による研究開

発等に取り組んでいる企業についても，事務局より個別

にメールで依頼し，同様の方法で回収した． 

e)  倫理的配慮 

アンケートの回答については，個々の企業名や回答者

が特定できる形で公表されることはない旨をアンケート

調査票に明記した．また，回答は任意であり，回答を強

要するものではないことと，回答しないことによる不利

益は生じないことを伝えた． 

f)  調査体制 

本アンケート調査は，一般財団法人国土技術研究セン

ター技術・調達政策グループが主体となり，一般社団法

人全国建設業協会の協力を得て実施した． 

 

(2) テキストマイニング手法を用いた分析 

 アンケート調査の自由記述から潜在的な傾向を客観的

に把握するため，テキストデータをテキストマイニング

手法で分析を行う． 

本研究では樋口 5)によって開発されたテキストマイニ

ングツール KH Coder（Version3.Beta.07e）を用いて分析を

行う．KH Coderは，形態素解析，共起ネットワーク分析，

多変量解析等を統合的に行うことが可能であることから，

日本語テキストを対象としたテキストマイニング分析に

適している．特に，自由記述のアンケート等を効率的に

分析し，語句や表現の出現パターン，特徴に関する傾向

を可視化できるといった利点がある．  

本研究では単語間の類似性に基づく階層的クラスタ分

析と，単語の関連性を可視化する共起ネットワーク分析

の２つの手法を用いる． 

a)  階層的クラスタ分析 

階層的クラスタ分析では，クラスタリング手法に

Ward 法を用い，データの類似性を測るために Jaccard 係

数を距離尺度として採用した．Jaccard係数の計算は式[1]

で表される． 

Jaccard 係数：J(A, B) =
|A⋂B|

⌈A⋃B⌉
     [1] 

 

なお，階層的クラスタ分析の実施に先立ち，まず単語の

出現頻度分布を確認する．分析のノイズとなりうる極端な

低頻度語を対象から除外し，かつテキスト全体の主要な傾

向を損なわないよう，総単語数や異なり語数などを考慮の

上，適切な出現回数を閾値に設定し，語を抽出する． 
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表-1 アンケート調査項目一覧 

No. 分類 質問事項 回答方法 

1 属性情報 1 経営審査注5)のランク 選択式（択一） 

2 基礎情報 

1 従業員数 選択式（択一） 

2 令和5年度の売上高 選択式（択一） 

3 令和5年度の直轄工事の売上高 選択式（択一） 

4 主な発注元 選択式（複数可） 

5 主な工種 選択式（複数可） 

6 その他，特記事項 自由記述式 

3 組織体制 

1 「技術社員」の人数 選択式（択一） 

2 直近3年間の採用人数の合計 選択式（択一） 

3 直近3年間の採用者のタイプ 選択式（複数可） 

4 直近3年間の新卒採用者の最終学歴 選択式（複数可） 

5 現在行っている採用の方法 選択式（複数可） 

6 人材育成をしっかり行っている企業に入社希望者が集まると感じるか？ 選択式 

7 採用活動を行ううえでの課題 選択式（複数可） 

4 
新卒・若手

の育成方法 

1 技術系の新卒採用者に対し，入社3年間でどのようなスキルの習得を目指して育成するのか？ 選択式（５つ） 

2 技術系の新卒採用者の育成手段 記述式（複数可） 

3 
外部の研修や外部での OJTを実施していると回答した場合，具体的にどういったものか？業界団体の例

や，出向先の企業との関係性・OJT内容 
自由記述式 

4 現在，技術系の新卒採用者向けに実施している研修・講習及び指導の内容 選択式（複数可） 

5 
現在，技術系の新卒採用者向けに実施している専門的な研修（施工管理，設計，積算，安全管理，測量，

CAD・BIM/CIMなど）の対象となる社員 
選択式（複数可） 

6 今後活用したいと考えている研修・講習及びコンテンツ 選択式（複数可） 

7 
「外部の研修・講習会等（オンライン研修も含む）」と「外部の OJT（出向）」を選択した場合，外部の

研修や外部でのOJTとはどういったものですか？業界団体の例や，出向先の企業との関係性・OJT内容 
自由記述式 

8 技術系の新卒採用者に対し，入社10年後に求める姿とそのために特に身に付けてほしいスキル 選択式（３つ） 

9 自社で独自で実施している，または，今後自社で独自に実施したい研修・講習及び指導の内容について 自由記述式 

10 その他自由意見 自由記述式 

5 

ベテラン社

員の育成方

法 

1 経験年数が長い（経験が豊富な）社員に対しても教育が必要か 選択式（択一） 

2 リスキリングのための研修・講習に関する希望 選択式（複数可） 

3 ベテラン社員との関係で若手社員の育成の妨げになっていること 選択式（複数可） 

4 リスキリングにおけるeラーニング等のコンテンツを活用するに当たっての課題 選択式（複数可） 

5 その他自由意見 自由記述式 

6 

外国人や土

木以外の分

野の学生・

社会人の採

用 

1 技術社員として，外国人や土木以外の分野の学生等を採用したことがあるか？ 選択式（択一） 

2 外国人や土木以外の分野の学生等を採用した場合の教育に必要なことや留意していること 選択式（複数可） 

3 外国人や土木以外の分野の学生等を採用する場合に，育成するうえで課題 選択式（複数可） 

4 その他，近年増えてきた女性や再雇用の超ベテラン社員等の雇用に関する希望 選択式（複数可） 

5 その他自由意見 自由記述式 

7 人材面 

1 技術継承に向けた人材確保の状況 選択式（複数可） 

2 DX等の新技術導入のための人材確保において，工夫している点や今後工夫したい点等 選択式（複数可） 

3 その他自由意見 自由記述式 

8 

研修・講習

等の導入効

果 

1 研修・講習等の実施による費用対効果 選択式（択一） 

2 研修・講習等の実施による生産性向上への波及効果 選択式（択一） 

3 研修・講習等の実施による生産性向上への波及効果とは，具体的にどのようなことなのか？ 自由記述式 

4 研修・講習等の実施による労働安全性，労働時間削減，休日の拡大等への波及効果 選択式（択一） 

5 デジタル技術導入に消極的になる場合はどのような理由になるのか 選択式（複数可） 

6 その他自由意見 自由記述式 

9 
費用面での

負担 

1 社員の研修・講習費用の確保の状況 選択式（択一） 

2 社員の研修・講習費用の確保にあたり，教育訓練給付制度の活用に関する希望 選択式（択一） 

3 活用した，または活用したい教育訓練給付制度 自由記述式 

4 教育訓練給付制度等の活用により予算が確保できた場合，人材育成の研修・講習を通じて実現したいこと 選択式（複数可） 

5 その他自由意見 自由記述式 

10 

育成に関す

る負担感

（費用以

外） 

1 OJTは重要か？ 選択式（択一） 

2 OJTは十分に実施できているか？ 選択式（択一） 

3 OJTにおいて，教える側（指導者）が困っていることは何か？ 選択式（複数可） 

4 OJTにおいて，教えられる側（若手社員［被育成者］）が困っていることは何か？ 選択式（複数可） 

5 OJTに変わるその他の経験に係る人材育成プログラムについて 自由記述式 

11 
特記事項・

自由意見 

1 全体を通して国や地方公共団体に求めること 自由記述式 

2 全体を通して所属する業界団体に求めること 自由記述式 

3 全体を通しての自由意見 自由記述式 
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b)  共起ネットワーク分析 

共起ネットワーク分析は，テキストデータに現れる

個々の単語やフレーズの共起する頻度を分析して関係性

をネットワーク図で表現する手法である．具体的には

個々の単語やフレーズをネットワーク図には点として表

示し，一緒に使われる頻度が高い個々の単語やフレーズ

とを線で結び，共起する頻度が高いほど結んだ線が太く

表示される．なお，本分析においても，階層的クラスタ

分析と同様の方法で設定した閾値を適用する． 

 

(3)  システム・シンキングに基づく課題構造の分析 

アンケートとテキストマイニングで得られた静的な課

題の関係性を，動的なシステム構造として捉え直すため，

システム・シンキングの手法注 3)に基づき分析を行う．

代表的なツールである因果ループ図を用いて，DX 人材

育成が進まない根本的な構造（悪循環など）を可視化し，

効果的な介入点（レバレッジ・ポイント）を特定する． 

 

 

5. DX人材含む人材育成に関する調査・分析結果 

 

(1) アンケート回答数 

本調査では，35 社（内訳：一般社団法人全国建設業

協会経由 26 社，過去に官民による研究開発等に取り組

んだ企業に個別依頼 9社）にご協力いただき，これらは

全て有効回答として分析に活用した．得られた回答のな

かから主要なものを抜粋し以降に示す． 

 

(2) 属性情報（No.1-1） 

図-1に経営審査注4)のランクを示す．本調査対象の中小

建設企業は経営審査のCランクが 68.6％と最も多い. 

 

(3) 基礎情報（No.2-1，No.2-2，No.2-4，No.2-5） 

図-2～図-5に，本調査回答企業の基本情報を示す.  

図-2の従業員数は，20人以上300人未満が90％以上を

 

図-3 基礎情報（R5売上高） 

 

図-4 基礎情報（発注元：複数選択回答） 

 

図-5 基礎情報（工種：複数選択回答） 

 

図-6 組織体制（直近3年の採用者タイプ：複数選択回答） 

 

 
図-1 属性情報（経営審査注4)のランク）                                                               

 

図-2 基礎情報（従業員数） 
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占め，図-3の売上高は，10億円以上50億円未満が48.6％

と最も多く，次いで 50億円以上 100億円未満が 22.9％と

なっており，10億円以上が全体の7割を超えている．ま

た，図-4の主な発注元は国土交通省や都道府県， 

図-5の主な工種は道路・河川工事であった． 

これらの結果から，本調査の回答企業の多くは従業員

数 20～300 人，売上高数十億円規模で，事業の多くを公

共工事に依存する中堅建設企業であると要約できる． 

 

(4) 組織体制（No.3-3，No.3-5，No.3-6，No.3-7） 

図-6の直近 3年の採用者タイプ（複数選択回答）より，

採用者のタイプは，新卒採用（94.3％）と，同業他社か

らの中途採用（62.9%）が中心である．一方で，土木以

外の異分野から（57.1％）や，外国人から（28.6%）の採

用も行われていることが分かる.  

図-7の現在実施中の採用方法（複数選択回答）より，

中途者向けの自社のホームページ（91.4％）や新卒者向

けのインターンシップの活用（91.4％），新卒者向けの

自社のホームページ（88.6％），新卒者向けの企業合同

説明会（88.6％）など，各企業が多様な手法で採用活動

を行っていることが分かる． 

しかしながら，実際の採用活動は困難に直面している．

図-9で実際の採用活動の課題（複数選択回答）について

の回答は，「応募が集まらない」が 68.6％で最多となり，

次いで「労働環境が厳しいイメージがある」（60.0％），

「求める人材が集まらない」（57.1％）といった回答が

続いた． 

この「応募が集まらない」という根本的な課題に対し，

多くの企業は人材育成の重要性を認識している．図-8の

「人材育成をしっかり行っている企業に入社希望者が集

まると感じますか？」との設問では，85.7%の企業が集

まると感じており，人材育成が採用におけるアピールポ

イントになると広く考えられている． 

これらの結果から，多くの企業が人材育成の強化の重

要性を理解しつつも，実際にはその前段階である応募者

の確保という根本的な課題に直面しているという理想と

現実のギャップが浮き彫りとなった．  

     

(5) 新卒・若手の育成方法（No.4-1，No.4-4） 

 

図-7 組織体制（現在実施中の採用方法：複数選択回答） 

 

図-8 「人材育成をしっかり行っている企業に入社希望者が集まる

と感じますか？」の回答 

 

 

図-9 実際の採用活動の課題（複数選択回答） 

 

図-10 新卒・若手の育成方法（入社 3年間でどのようなス

キルの習得を目指して育成するのか：複数選択回答） 

 

図-11 新卒・若手の育成方法（技術系の新卒採用者向けに

実施している研修・講習及び指導の内容：複数選択回答） 
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図-10，図-11 に若手への育成方法を示す．図-10 の入

社 3年間で習得を目指すスキル（複数選択回答）による

と，現場での基礎的な知識が 100.0％と全事業者が回答

し，次いで，現場での安全管理スキル（85.7％），測

量・設計・施工に関する基礎的な知識（77.1％），資格

取得（68.6％）が続く． 

また，図-11 の実施している研修・講習及び指導の内

容（複数選択回答）では，施工管理（85.7％）が最も多

く，次いでビジネスマナーやコンプライアンス

（80.0％），ビジネススキル（74.3％）となっている． 

これらの結果から，中小建設企業の新卒・若手の育成

は，現場での基礎知識や安全管理，そして社会人として

の基礎力といった，いわゆる一人前になるための初期教

育に重点が置かれていることがわかる．この現状は，裏

を返せば初期育成段階では DXに特化したスキル習得が

主要な目的とはなっていない可能性を示唆している． 

今後の課題として，基礎教育を終えた社員に対する

DX 専門スキルの段階的な習得プログラムや，既存の研

修に DXの視点を組み込むといった工夫が必要と考えら

れる． 

 

(6) ベテラン社員の育成方法（No.5-1， No.5-2，No.5-3） 

ベテラン社員への育成方法の調査結果を図-12～図-14

に示す．図-12 によると，経験が豊富なベテラン社員に対

しても教育が必要と考えている事業者は 94.3％に達して

おり，育成ニーズが非常に高いことがわかる． 

具体的なニーズとして，図-13 のリスキリングのため

の研修・講習に関する希望を見ると，「ベテラン社員向

けのマネジメント研修を開いてほしい」（40.0％）が最

も多く，次いで「リスキリングを実践する体制や評価方

法について教えてほしい」（31.4％）が続く． 

一方で，ベテラン社員が若手育成の課題となる側面も

存在する．図-14 では，若手社員の育成の妨げとなるこ

ととして，これまでのやり方を重視するあまり若手社員

の新しい意見を抑制し，自ら考える機会を奪うといった

点が挙げられている． 

以上の結果から，中小企業における人材育成には，単

にベテラン社員を再教育するだけでなく，彼らが持つ経

験と若手社員の新しい視点や知識をいかに融合させるか

が鍵となる．特に DX分野においては，世代間の円滑な

コミュニケーションを促し，相互に学び合うリバースメ

ンタリングのような仕組みを構築することが組織全体の

成長に不可欠であると推察される． 

 

 

 
図-14 ベテラン社員の育成方法（ベテラン社員との関係で 

若手社員の育成の妨げになっていること：複数選択回答） 

 

図-15 外国人や土木以外の分野の学生・社会人の採用 

   （技術社員として，採用したことがあるか） 

 

図-16    外国人や土木以外の分野の学生・社会人の採用 

（教 育に必要なことや留意していること：複数選択回答） 

 

図-12  ベテラン職員の育成方法（経験年数が長い（経験が

豊富な）社員に対しても教育が必要か？） 

 

図-13 ベテラン職員の育成方法（リスキリングのための研

修・講習に関する希望について：複数選択回答） 
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(7) 外国人や土木以外の分野の学生・社会人の採用

（No.6-1，No.6-2，No.6-3 ，No.6-4） 

図-15～図-17 に外国人や土木以外の分野の学生・社会

人への育成方法を示す． 

まず図-15 によると，これらの人材を技術社員として

採用したことがあると回答した事業者は 68.6%にのぼり，

多様な人材の活用が一定程度進んでいることがわかる． 

次に図-16 は実際に採用した場合に教育で留意してい

る点（複数選択回答）を示している．「より分かりやす

い言葉で丁寧に説明している」が 48.6％で最も多く，次

いで｢業務内容や役割をより明確に伝えているが 34.3％

と続く．その一方で，育成における課題も存在する． 

図-17（複数選択回答）では，「育成に時間がかかる」が

65.7％と最多で，次いで「サポート体制の整備が困難で

ある」が 34.3％となっている． 

また，「その他，近年増えてきた女性や再雇用の超ベ

テラン社員等の雇用に関する希望」について尋ねた設問

（No.6-4：複数選択回答）では，「多様な人材が働くこ

とへの理解を促進する研修」が 40.0%で最も多かった．

次いで「デジタル化への対応についての研修」が 34.3%

となっており，これらの層の活躍支援のために，多様性

理解とデジタル化への対応が重要なニーズとして認識さ

れていることがわかる．一方で，「特になし」との回答

も 28.6%を占めた． 

以上の結果から，中小建設企業では多様な人材の採用

が進む（図-15）一方で，育成時間の期間や，サポート

体制の構築が課題となっている（図-17）．こうした課

題に対して，企業側は丁寧なコミュニケーションや業務

内容の明確化といった工夫（図-16）で対応しようとし

ているが，それだけでは不十分であり，全社的な多様性

への理解やデジタル化といった，より体系的なサポート

が不可欠であるというニーズが浮き彫りとなった．  

 

(8) DX人材の確保について（No.7-2） 

図-18にDX人材確保の工夫を示す．DX人材の確保は，

DX 推進の成否を左右する喫緊の課題である．現状の工

夫や今後の計画を把握することは，効果的な人材戦略を

立てる上で不可欠である． 

図-18によると，DX等の新技術導入のための人材確保

策として，「従来の技術を使っていた技術者が新技術等

を積極的に学ぶことで人材を確保している・今後確保し

たい」が 65.7％で最も多く，次いで「社内の技術補助や

事務系の社員が新技術等を積極的に学ぶことで人材を確

保している・今後確保したい」が 51.4％となっている． 

この結果から，中小建設企業の DX人材確保は，既存

技術者のリスキリングと他職種からのスキル転換が主流

であると言える．したがって，効果的な内部育成プログ

ラム開発と社員の学習意欲を向上させる施策が重要な課

題である． 

 

(9) 研修・講習等の導入効果（No.8-2） 

図-19 にデジタル技術導入に消極的になる理由を示す．

DX 人材の育成を進めるには，まずその障壁となってい

る要因を特定することが，対策を講じるために重要であ

る．また，育成以前の段階として，組織全体の DXへの

意識の醸成が不可欠である． 

図-19 によると，導入に消極的な理由として「十分な

導入効果が得られるか分からないから」が 37.1％と最も

多く，次いで「理由は特にない」という回答も 31.4％を

 

図-19 研修・講習等の導入効果（デジタル技術導入に消極

的になる場合の理由：複数選択回答） 

 

図-20   費用面での負担（研修・講習費用の確保の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

図-17 外国人や土木以外の分野の学生・社会人の採用（育

成するうえでの課題：複数選択回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18 人材面（DX等の新技術導入のための人材確保で工

夫している点や今後工夫したい点等：複数選択回答） 
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占めている． 

この結果から，本格的な人材育成に着手する以前の段

階として，経営層も含め組織全体でデジタル技術導入の

必要性やメリットへの理解を深め，前向きな意識を醸成

することが不可欠であるといえる． 

 

(10) 費用面での負担（No.9-1） 

図-20 に研修・講習費用の確保状況を示す．費用面の

課題は人材育成の実施可能性に直接影響するため，現実

的な育成計画を立てる上で現状把握が重要となる．図-

20 によると，「問題なく確保できている」が 68.5％，

「確保するのに問題があったが，確保できた」が 20.0％

であり，合計すると 9割弱の事業者が確保できている． 

このように，多くの中小建設業では研修費用そのもの

が障壁となっているわけではない．むしろ，図-19 で示

されたような効果への不安を払拭するためにも，今後は

DX 推進に必要な専門研修へ戦略的に投資し，その費用

対効果を最大化する取り組みが重要となる． 

 

(11)  OJTの実施状況と課題（No.10-2，No.10-3） 

図-21 の OJT の実施状況では，「はい（実施してい

る）」が 40%，「いいえ（実施できていない）」と「実

施していない」を合わせると 60%となった． 

図-22 の OJT において指導者が困っていることについ

ては，「担当者によってスキルやばらつきがある」が

77.1%で最も多く，次いで「世代間による意識や認識の

違い（54.3%）」，「業務との両立が困難（34.3%）」で

あった． 

 

(12)  テキストマイニング手法を用いた分析結果 

分析に先立ち，第 4 章で述べた手法に基づき，自由記

述テキストから抽出された全単語の出現頻度分布を確認

した．分析のノイズを低減し，結果の妥当性を高めるた

め，出現頻度の閾値を設定することとした．出現回数が

1回の単語には，誤字脱字や表記揺れ，本筋との関連が薄

い単語などが多く含まれていた．一方，2回以上出現する

単語は，回答者の共通した意見の傾向を反映していると

判断できた． 

 

 

図-23 新卒・若手の育成方法：外部の研修・OJTに関する

自由記述（階層的クラスタ分析） 

 

図-21  OJTの実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-22  OJT において教える側が困っていること 

 

図-24 新卒・若手の育成方法：外部の研修・OJTに関する

自由記述（共起ネットワーク図） 

はい

40.0%

いいえ

57.1%

実施していない 2.9%
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以上の予備的分析に基づき，本分析では出現頻度の閾

値を2回に設定し，1回のみ出現した単語は分析対象から

除外した．以下に，この条件で実施した分析結果を示す． 

a)  新卒・若手の育成方法：外部の研修・OJTに関する

自由記述（No.4-7） 

本設問の自由記述から得られたテキストデータは，総

抽出語数456語，異なり語数158語であった．図-23に示

す分析結果より，中小建設業において，建設業協会，土木

施工管理技士会といった特定の業界団体名が頻繁に出現

する傾向が見られた．これは，中小建設企業において，

これらの業界団体が提供する研修が外部研修の主要な選

択肢となっていることを示唆している． 

一方で，図-24 の自社独自で実施・今後自社で独自に

実施したい研修・講習・指導に関する自由記述を共起ネ

ットワークで分類した結果よりマナーや社会人といった

キーワードと労務管理事務所といった社会人としての基

本的なマナーを身につけるための外部研修への言及が共

起する例も見られている．これにより，中小建設企業が，

専門知識や技術の習得だけでなく，社会人としての基礎

的なマナー教育も外部に依存する傾向が明らかになった． 

b)  新卒・若手の育成方法：自社で独自で実施している，

または，今後自社で独自に実施したい研修・講習

及び指導の内容に関する自由記述（No.4-9） 

本設問の自由記述からは，総抽出語数 398語，異なり

語数 181 語のテキストデータが得られた．図-25 に示す

分析結果より，中小建設業において，外部の研修に頼るだ

けでなく，自社内で独自の研修を企画・実施しようとす

る内発的な動きを示唆している．ICT やドローンの操縦と

いったキーワードの頻出は，外部研修では満たせない，

自社の業務に特化したDXスキルを育成したい強い意欲の

表れである． 

一方で，図-26 の自社独自で実施・今後自社で独自に

実施したい研修・講習・指導に関する自由記述を共起ネ

ットワークで分類した結果より，コミュニケーション能

力，解決，知識，習得といったキーワードの関連性が明

らかになった．これは，DX スキルの育成と並行して，

問題解決能力や基礎知識といった普遍的なビジネススキ

ルの育成も，自社研修の重要な要素として認識されてい

ることを示唆する． 

 

(13)  分析結果の統合：課題構造の因果ループ図 

本因果ループ図は，以下のプロセスを経て作成した． 

まず，テキストマイニング分析で頻出した「時間不

足」，「効果不明」，「経営層の無関心」といったキー

ワードや意見を，課題を構成する主要な変数として抽出

した． 

次に，アンケートの自由記述回答の文脈や，変数間の

論理的な関係性に基づき，これらの変数間に存在する因

果関係を矢印で定義した．例えば，「研修の効果が不明

である」という変数が「経営層の関心が低い」という変

数につながるといった関係である． 

以上のプロセスで可視化した各課題間の相互作用を，

図-27 に因果ループ図として示す．なお，本図中にはこ

の課題構造を好転させるための介入点（レバレッジ・ポ

イント）も併記しているが，これは次章で詳述する筆者

らの考察に基づく提案である． 

この図は，本研究で明らかになった複数の課題が，単

独ではなく相互に影響し合いながら，悪循環（負のルー

プ）を形成していることを示している．具体的には，人

 

図-25 自社独自で実施・今後自社で独自に実施したい研

修・講習・指導に関する自由記述（階層的クラスタ分析） 

 

図-26 自社独自で実施・今後自社で独自に実施したい研修・講

習・指導に関する自由記述（共起ネットワーク図） 
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手不足を起点とする育成に割く資源（人・時間・費用）

の不足の悪循環を中心に，指導者の疲弊ループ，スキル

の形骸化ループといった問題が連動している．さらに，

DX 導入の際には DX 導入への抵抗ループや世代間ギャ

ップのループといった，組織文化や心理に根差した障壁

が存在することも読み取れる． 

この複雑な構造が，中小建設企業の DX人材育成を困

難にしている根本的なメカニズムであると考えられる．

次章では，この図の詳細な解釈と，構造を好転させるた

めの解決策を考察する． 

 

 

6. 考察 

 

前章で示したアンケート調査，テキストマイニング分

析，そしてそれらを統合した因果ループ図（図-27）に

基づき，本章では中小建設企業における DX人材育成の

課題を多角的に考察し，その解決策を提案する．なお，

本章で展開する考察は，あくまで今回の社会調査に回答

した中小建設企業というステークホルダーに焦点を当て

たものであり，その結果から得られた範囲内での分析と

提案である． 

まず，調査から明らかになった人材確保と育成に関す

る主要な課題を概観する．次に，因果ループ図を用いて，

それらの課題がなぜ解決されずに固定化されているのか，

その根本的な構造を分析する．最後に，この構造分析に

基づき，現状を打破するための具体的な戦略を提案する． 

  

(1) 中小建設企業における人材確保や育成の現状と課題 

人材獲得と離職の両面に課題が生じ，社会人，土木分 

野以外の学生，外国人なども対象に広く採用活動をし

ている実態，また，外国人や土木以外の分野の社員に

は育成に時間がかかるという課題もアンケート結果か

ら明らかになった.    人材育成については，若手には現場

での建設に必要な基礎や安全管理，業務に必要なスキ

ルや資格取得が中心で，業界団体や労務管理事務所等

の外部研修も適切に活用し，費用的な負担も確保され

ており，従来の建設に必要となる育成については手法が

確立されており課題はあまりないことが多数を占めた． 

一方で，後述する DXに関する育成や中堅社員への育

成については，時代の要請の変化に伴い新たに求められ

るスキルであり，これらの育成手法に関する戸惑いの可

能性が示唆された．ベテラン社員にはマネジメント等の

リスキリングが求められている．この背景には，若手と

の世代間のやりとりに課題が起因していることも考えら

れる．また，アンケートの自由記述からは「研修の効果

 

図-27課題構造の因果ループ図 

（矢印は因果関係，二重線（//）は時間的遅れ，赤色のループは特に問題となる悪循環を示す） 

レバレッジ・ポイント
「学び」と「評価・キャリアパス」の連動

育成に割く資源
（人・時間・費用）
の不足の悪循環ループ

人手不足

既存社員の業
務負担が増加

OJTや研修の時間
が確保できない

若手のスキルが向
上しない（特にDX
スキルは後回し）

生産性が
向上しない

労働時間が
長くなる

採用応募
者が減る

社員のモチベーション低下・
企業の魅力が低下する

DX人材育成の
好循環ループ

DX人材育成にさら
に力を入れられる

経営層の戦略的投資
（DX人材育成）

社員のDXスキル
が向上

新技術の導入や
活用が進む

生産性・利
益が向上

生まれた利益を再
投資（待遇改善・
追加の教育投資）

採用応募者が増え
優秀な人材を獲得

社員の満足度向上・
企業の魅力向上

レバレッジ・ポイント
特定の業務の，最も手間のかかる部分を解決する

だけの安価なツールやサービスを導入する
・目に見える効果を出す
・社員の負担を削減する

スキルの形骸化ループ
（教育内容の問題）

研修内容が実務と合わない
（旧式，理論倒れ等）

学んだスキルを現場
で使う機会がない

社員が「研修は時間
の無駄」と感じる

研修の成果が出ない

研修内容がます
ます陳腐化し，
実務と乖離する

会社側も内容の見直し
や投資を怠る

学習意欲が低下する

指導者の疲弊ループ
（教える側の問題）

指導役が一部の優秀な社員
（エース）に集中する

指導役は自分の業務に
加えて教育の負担も負
い，過負荷になる

忙しさから指導
の質が低下する

残った，あるいは新
任の指導役に負担が
さらに集中する

指導できる人材が組
織からさらに減る

指導役が心身を消耗し，
最悪の場合離職する

レバレッジ・ポイント
無駄な仕事をしない
優先順位をつける

OJTや研修の時間
を確保する

レバレッジ・ポイント
今いる人材，特に若手を指導
すべき中堅・ベテラン社員の
負担をピンポイントで減らす

世代間ギャップのループ
（組織文化の問題）

ベテラン社員が旧来の成功
体験や手法に固執する

若手がDXツール活用など新しいや
り方を提案しても，「そんなやり
方ではダメだ」と抑制される

若手は挑戦する意欲を失う
か，「この会社では成長で
きない」と感じて離職する

組織全体が旧来のや
り方に依存し続ける

組織に新しい知識やス
キルが定着しない

DX導入への抵抗ループ

慣れない作業で，現場が
一時的に混乱し，生産性
がかえって低下する

現場から「やはり今まで
のやり方が一番良い」と
いう抵抗感が強まる

経営層が投資の継続
をためらい，DX推進
が中途半端に終わる

DXツールの導
入を試みる

従来のやり方に戻って
しまう

レバレッジ・ポイント
「リバースメンタリング」の導入と，
ベテランの役割の再定義
・若手がベテランに新しいデジタル
ツールを教える
・代わりにベテランが若手に仕事の
勘所や本質的な知識を教える

レバレッジ・ポイント
「試行的な導入」と「小さな成功体験」の演出

レバレッジ・ポイント
現場課題解決型の実践的教育プログラムへの転換

顧客・市場からのDX要求

政府・業界団体からの支援
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が把握しづらい」，「時間や資金に制約がある」という

意見が頻出した．このことは，中小企業があらたな研修

に関心はありつつも導入に踏み切れない障壁の存在を示

している．そのため，投資対効果が見えやすく，短期間

で成果につながる研修，すなわち即効性が強く求められ

ていることが示唆される．この発見は，堀江ほか 3)が大

企業等を念頭に中長期的な視点で論じたリカレント教育

の重要性と一部一致する．しかし本分析では，経営資源

に制約のある中小企業の場合，短期的な成果である即効

性が特に重視されるという大企業とは異なる特有のニー

ズが浮き彫りとなった． 

 

(2)  中小建設企業におけるDX人材育成の特有の課題 

大手建設企業のようにDX人材を IT分野から採用する

のではなく，今回調査した中小建設企業では，従来の技

術者に DXスキルを向上させることとしているものの，

中小建設企業特有の課題が明らかになった．これは，高

橋ほか 2)が指摘したデジタル人材不足の現状を裏付ける

ものであり，多くの中小企業にとって内部からの育成が

ほぼ唯一の現実的な選択肢であることを強く示唆してい

る．若手技術者は以前に比べ少数精鋭で，管理技術者に

必要な育成メニューが優先され，DX スキルの習得は主

要な目的となっていない．外国人や土木以外の社員には

基礎的な分野の理解向上が求められている．さらに中堅

は，現場の真の課題を熟知し，DX 人材として期待され

るものの，学習時間の確保やモチベーションの維持も困

難である． 

また，組織全体として DXの必要性やメリットに関す

る理解が不十分であることも明らかになった．このため

には，経営層の意識が重要であり，また，DX が実際に

導入されつつある段階では，中堅以上の上長には，DX

への理解不足から不安視や抵抗感に繋がることがないよ

う，リテラシーの向上が求められる． 

自社の業務に特化した DXスキルの育成に関する関心，

他社の中堅への DXや ICTの実例など自社での育成に関

する要望もあった． 

したがって，効果的な内部育成プログラム開発に加え，

組織全体の DXの効果への理解や社員の学習意欲を向上

させる施策が重要な課題である．具体な提案は後述する． 

他方，設問No.6-4で尋ねた女性や再雇用のベテラン社員

等の活躍支援に関するニーズの結果も示唆に富んでいる．

この設問では「デジタル化への対応についての研修」

（34.3%）が上位に挙がっており，これらの層が自身の役

割の中でデジタル化への対応を重要な課題と捉えている

ことがうかがえる． 

これらの人材が担うことの多い管理部門や事務といっ

たバックオフィス業務の効率化は，企業全体の生産性向

上に不可欠である．そのため，現場のDXだけでなく，内

部管理業務におけるDXも今後の重要な課題であると言え

る．また，高度外国人材の社員に ICT業務を推進している

という事例もあり，適職に応じたDXの推進が必要である． 

 

(3)  課題の根本構造の分析（因果ループ図による考察） 

(1)および(2)で述べた個別の課題は，それぞれが独立

しているのではなく，相互に影響し合うことで複雑なシ

ステムを形成している．因果ループ図（図-27）は，本

調査のこの動的な全体構造を可視化したものである． 

この図から，個別の課題の背後には，「育成に割く資

源（人・時間・費用）の不足の悪循環ループ」という根

深い構造が存在することがわかる．これは，本研究の核

心的な課題構造である．例えば，ループ内の「既存社員

の業務負担が増加」から「OJT や研修の時間が確保でき

ない」へと向かう矢印は，アンケート結果において

「OJT が十分に実施できていない」と回答した企業の多

くが，その理由として「業務との両立が困難（34.3%）」

といった回答した点（図-22）を因果関係として可視化

したものである．同様に，「企業の魅力が低下」から

「採用応募者が減る」という流れは，「応募が集まらな

い」ことが採用における最大の課題であるという結果

（図-9）に基づき設定した．すなわち，(1)で述べた採用

難と(2)で述べた育成時間の不足が相互に作用し，企業

の魅力を低下させ，さらに採用を困難にするという負の

スパイラルが本調査結果から導き出されるのである． 

この構造は，指導役が疲弊し技術承継が滞る「指導者

の疲弊ループ」や，研修内容が陳腐化する「スキルの形

骸化ループ」によって，さらに強化される． 

このように，個別の課題をシステムとして捉え直すこ

とで，表面的な問題への対処だけでは解決が困難である

根本的な理由が明らかになる． 

 

(4) DX人材育成の好循環を実現するための戦略的提案 

この複雑な悪循環を断ち切り，持続的な成長を促す好

循環へと移行させるには，図-27 に示した最も効果的な

介入点（レバレッジ・ポイント）に集中的にアプローチ

する必要がある．以下に具体的な方策を提案する． 

a)  経営層のリーダーシップによる時間の創出と，全社

的なリテラシー向上 

最初の介入点は，経営層が無駄な仕事をやめる決断を

下し，DX 人材育成のための時間と余力を意図的に作り

出すことである．その上で，好循環の起点となる戦略的

投資を行う．これは，単なる資金投下ではなく，DX 推

進への明確なコミットメントを示すことである． 

この戦略を具体化するためには，画一的ではない，社

員の役割や階層に応じたリテラシー向上の目標を明確に

設定することが不可欠である． 

例えば，経営層には DX がもたらす経営上のメリッ
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ト・デメリットを深く理解し，的確な経営判断に活かす

能力が求められる．次に，現場の中核を担う中堅層には，

現場の課題を DXで解決するための先進事例や手法を学

び，組織に展開する指導力が期待される．若手層には，

従来の建設スキルに加え，新しいデジタル技術を積極的

に活用する姿勢と基本操作への理解を促す必要がある． 

さらに，事務系の社員や多様な人材に対しても，バッ

クオフィス業務の効率化など，各々の役割に適した DX

への理解を深めることが重要である． 

b)  中核人材の負担軽減と協働による技術承継の促進 

「指導者の疲弊ループ」と「世代間ギャップのループ」

を断ち切るため，若手を指導する中堅・ベテラン社員の

負担をピンポイントで軽減する．さらに，リバースメン

タリング制度等を通じて，若手とベテランが互いに教え

合う協働関係を構築し，組織の活性化を図る． 

この取り組みを加速させる具体的なツールとして，人

材育成や技術継承のための AI 活用が有効であると考え

る．例えば，現場技術に関する社内文書等を生成 AI に

学習させ，チャット形式で若手社員が自律的に学べるシ

ステムを構築する．これは，若手社員がベテラン社員に

質問しづらい状況を解消し，ベテランの負担を軽減する

上で直接的な効果が見込むことができる． 

c)  現場課題解決型教育と実践的コンテンツの整備  

「スキルの形骸化ループ」を解消するため，教育の思

想を知識のインプットから現場課題の解決へと転換する． 

これを実現するには，中小建設企業向けの実践的なマニ

ュアルやコンテンツを整備することが求められる．多く

の中小企業では DXの目的やメリットへの理解が不足し

ているため，各企業の参考となるガイドラインや成功事

例集，分かりやすい動画コンテンツなどを提供する．特

に，アンケート結果からも見られた即効性へのニーズに

応えるため，実際の導入事例を基にしたコンテンツが望

まれる． 

d)  学びと人事評価・キャリアパスの連動  

社員の学習意欲を根本から引き出すため，学習成果を

資格手当，昇給，昇格といった人事評価制度と明確に連

動させる．学ぶことが自身の成長と処遇に直結するとい

う認識を醸成する． 

e)  小さな成功体験の戦略的演出 

「DX導入への抵抗ループ」を乗り越えるため，全社一

斉導入ではなく，影響の少ない業務で試行的に導入を行

う．ここでは意図的に，小さな成功体験を演出し，DXへ

の心理的抵抗を和らげ，成功の輪を徐々に広げていく． 

 

 

7. まとめ 

 

(1) 本研究の結論 

本研究は，中小建設企業における DX人材育成の課題

について，アンケート調査，テキストマイニング，シス

テム・シンキングの手法を用いて多角的に分析した．そ

の結果，人材育成が進まない背景には，リソース不足，

指導者の疲弊，スキルの形骸化といった複数の悪循環が

相互に絡み合う複雑なシステム構造が存在することを明

らかにした．本稿では，調査結果から抽出した主要な課

題（変数）とその因果関係を統合し，この構造を可視化

した因果ループ図を提示するとともに，この悪循環を断

ち切り，持続的な成長を促す好循環へと移行させるため

の 5つの具体的な戦略的介入点（レバレッジ・ポイント）

を提案した．本研究の貢献は，個別の問題を列挙するに

留まらず，課題の根本構造を解明し，それに基づいた具

体的な解決策への道筋を示した点にある． 

 

(2) 本研究の限界 

本研究は中小建設企業における DX人材育成の現状と

課題を明らかにしたが，今後の研究に向けていくつかの

限界と課題が残されている． 

a)  調査対象の代表性と一般化に関する限界 

本研究のアンケート調査の対象は 35 社と限定的であ

り，その結果は日本全国の中小建設企業の平均像を統計

的に示すものではない．しかし，本研究の主目的は一般

化可能な定量データの取得ではなく，複雑な課題の根本

構造を解明し，その解決策の仮説モデル（因果ループ図）

を提示する探索的研究である．そのため，本稿で提示し

た構造モデルは，今後の大規模調査や個別企業の自己分

析における有効な思考の枠組みを提供するものと考える． 

b)  調査手法に起因する限界 

本研究はアンケート調査に基づいているため，ある一

時点での企業の状況や認識を捉えたもの（横断的調査）

である．そのため，本稿で示された課題間の因果関係

（例えば，研修制度を導入したことが直接的に応募者の

増加に繋がったかなど）を証明するものではない．また，

選択式の回答では，回答者のより深い思考や背景にある

複雑な事情を捉えきれない可能性を含んでいる． 

c)  テキストマイニング分析の限界 

自由記述の分析に用いたテキストマイニングは，頻出

語や共起関係から全体像を客観的に掴む上で有効である

が，いくつかの制約も存在する．第一に，個々の回答に

込められた詳細な文脈やニュアンス，肯定・否定といっ

た感情の機微までを完全に解釈することは困難である．

第二に，本分析では出現頻度が１回の単語を分析対象か

ら除外しているため，少数意見や萌芽的な課題に関する

言及を意図的に排除しており，可視化された傾向が回答

意見の全てを網羅するものではないことである． 

d)  因果ループ図分析の限界 

本研究で作成した因果ループ図は，アンケート結果等か
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ら導き出した変数間の関係性を示したものであり，その因

果関係の強さや時間的な遅れを定量的に示したものではな

い．また，モデルはあくまで現状を単純化したものであり，

現実の全ての要因を網羅しているわけではない． 

 

(3) 今後の課題 

本研究で明らかになった限界を踏まえ，今後の課題と

して以下の三点が挙げられる． 

まず，より多様な中小建設企業を対象とした大規模な

量的調査を実施し，本研究で得られた結果の一般化可能

性を検証する必要がある．さらに，特定の企業への詳細

なヒアリングや事例研究といった質的調査を通じて，

DX 人材育成における成功・失敗の要因を分析し，アン

ケート調査だけでは捉えきれなかった課題の背景や因果

関係を深掘りすることも重要である． 

そして将来的には，これらの知見を基に，本研究で提

案した人材育成プログラムを実際に導入・運用し，その

効果を長期的に測定・評価する実践的な研究へと繋げて

いくことが期待される．本研究が礎となり，今後の取り

組みが中小建設企業の DX推進，ひいては業界全体の発

展に貢献できれば幸いである． 

 

 

謝辞：本研究にあたり，アンケート調査に多大なるご協

力をいただいた一般社団法人全国建設業協会および建設

会社の皆様には，記して謝意を表する次第である． 

 

NOTES 

注1) 経済産業省：デジタルスキル標準 ver.1.2，経済産業

省ホームページ， 2024, https://www.meti.go.jp/pol-

icy/it_policy/jinzai/skill_standard/20240708-p-1.pdf

（2025.04.25閲覧） 

注2) 国土交通省：社会資本整備審議会・交通政策審議会

技術分科会 技術部会分野横断的技術政策ワーキング

グループ とりまとめ ～国による技術開発・社会

実装の牽引と人材の気概を引き出す戦略的投資～，

国 土 交 通 省 ホ ー ム ペ ー ジ ， 2025, 

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/con-

tent/001878021.pdf（2025.04.25閲覧) 

注3) 湊宣明：『［実践］システム・シンキング』，講談社，2016. 

注4) 経営事項審査（経審）：公共工事の入札に参加する建設企業

の経営状況や技術力などを客観的に評価する公的な制度．各

発注機関が総合評定値に基づきランク付けを行い，Cランク

は中小建設企業の中心的な層にあたる． 
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BASIC RESERCH ON DX HUMAN RESOURCE DEVELOPMENT IN SMALL 

AND MEDIU-SIZED CONSTRUCTION COMPANIES 

 

Katsuhito FUKUTA, Mayumi YANADA, Atsushi OOBA, Chiaki TAKAHASHI, 

Reiko KITAMURA, Hideomi GOKON and Takashi HASHIMOTO  

 
The construction industry is facing a severe labor shortage due to a declining and aging population. Along 

with promoting Digital Transformation (hereinafter, DX), it is essential to secure the human resources nec-

essary for this purpose. The government is also promoting policies for human resource development, and 

large construction companies are advancing their own training initiatives. Amidst this situation, however, 

for small and medium-sized enterprises (SMEs) in the construction industry, securing and training person-

nel to handle DX is both a serious and an urgent issue. 

This paper analyzes the current situation and challenges of human resource development in SME con-

struction companies, including for DX personnel, and indicates the future direction of training necessary 

for promoting DX. Specifically, we conduct a questionnaire survey of SMEs and analyze the results using 

text mining to understand the current situation. Furthermore, based on these analyses, we analyze the fun-

damental problem structure using the methodology of systems thinking and propose effective strategies and 

measures for DX human resource development in SME construction companies. 


